
「平成３０年度倉敷市食品衛生監視指導計画（案）」の 

パブリックコメント集約結果 

 

「平成３０年度倉敷市食品衛生監視指導計画（案）」について，「倉敷市パブリックコメン

ト手続要綱（平成２１年１２月８日告示第６８３号）」に基づき市民の皆様から広く意見を募

集しましたが，その結果は次のとおりです。 

記 

１ 意見等の件数 

 ０人 ０件 

２ 意見を募集した案件 

意見募集時の公開資料については，次ページ以降をご覧ください。 

３ 今後の予定 

平成３０年度倉敷市食品衛生監視指導計画の策定を進めていきます。公表は平成３０年４

月１日（日）の予定です。 

４ 参考 

意見募集期間 平成３０年２月１日（木）～２月２８日（水） 

 

 

 

 

 

（担当課） 

倉敷市保健福祉局倉敷市保健所生活衛生課  



パブリックコメント要約版

１　案件名

 　平成３０年度倉敷市食品衛生監視指導計画（素案）

２　募集期間

　平成３０年２月１日８時３０分から平成３０年２月２８日１７時１５分まで

３　趣旨

倉敷市では、平成１６年度から毎年、食品衛生法に基づき食品衛生監視指導計画を策定し、市
民・事業者の皆様に公表しています。
この計画では趣旨及び計画内容を事前に公表し、市民・事業者の皆様の意見を募集した上で策
定することになっています。
そこで、平成３０年度倉敷市食品衛生監視指導計画（素案）をご覧いただき、皆様の意見をお聞
かせください。

４　資料閲覧場所

市保健所１階生活衛生課、市役所本庁２階情報公開室、児島・玉島・水島支所の総務課、庄・茶
屋町・真備の各支所市民課（係）、船穂支所市民税務係
（※　土・日・祝日を除く　８時３０分～１７時１５分）

５　提出方法

（１）意見を提出できる方
市内に住所を有する方、市内に通勤または通学する方、市内に事務所または事業所を有する
方、その他この案に関し利害関係を有する方
（２）提出方法
上記担当課に、直接持参、郵送、ＦＡＸ、電子メール等で提出ください。
（※　直接持参の場合は、土・日・祝日を除く　８時３０分～１７時１５分）
（３）提出書式
提出書式は特に定めておりませんが、件名、氏名、住所（団体の場合は名称及び所在地）及び
連絡先を必ず明記してください。

６　問合せ先

倉敷市保健所　生活衛生課
〒７１０－０８３４　倉敷市笹沖１７０番地
電　話　０８６－４３４－９８２６
ＦＡＸ　０８６－４３４－９８３３
Ｅ-ｍａｉｌ　hlthyg@city.kurashiki.okayama.jp
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平成３０年度 倉敷市食品衛生監視指導計画 

第１ 目的 

 全国的な食品等の生産、製造、流通等の状況及び食中毒や法令違反等の食品衛生上の

問題発生状況に加え、市内におけるこれらの状況を分析及び評価し、岡山県、岡山市及

び他の都道府県等とも連携を図りながら、飲食に起因する衛生上の危害の発生を未然に

防止し、市民の食の安全を確保することを目的とします。 

 

第２ 計画期間 

 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで 

 

第３ 監視指導計画の実施 

 「食品衛生に関する監視指導の実施に関する指針」（平成１５年厚生労働省告示第３

０１号）に基づき、倉敷市の地域特性や全国的な食中毒及び違反の発生状況等を踏まえ

て、食品衛生対策を実施します。  

 

第４ 重点的監視指導の実施 

 食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関

する法律（平成２年法律第７０号）、食品表示法（平成２５年法律第７０号）、倉敷市食

品衛生法施行条例（平成１３年倉敷市条例第１２号）及び岡山県ふぐ処理等規制条例（平

成２７年岡山県条例第５７号）、岡山県食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する

条例（平成１８年岡山県条例第７９号）等の法令遵守を徹底させるため、以下の施設に

ついて監視指導を実施します。 

１ 重点的に監視指導を実施する施設 

(１) 大規模製造・調理施設 

 大規模製造施設及び弁当・仕出し料理等の大規模調理施設については、衛生管理

の徹底、記録の作成・保存等の監視指導を強化します。また、期限表示、食品添加

物表示、製造者表示等の食品表示を作成している施設に対しては、科学的・合理的

根拠に基づいた表示を作成するよう指導します。 

(２) 集団給食施設 

 病院、学校、福祉施設等の給食施設については、施設ごとの衛生管理マニュアル

の策定及び遵守状況を確認し、大量調理施設衛生管理マニュアルに基づいた指導、

助言を行います。 

 特に、ノロウイルスによる食中毒予防のための衛生管理（従業員の健康管理、手

洗いの励行、調理器具の適切な消毒方法等）について積極的に指導します。 

(３) 総合衛生管理製造過程承認施設 

 承認を受けた施設には、事業者自身が行う内部検証とそれに基づく改善状況につ

いて、重点的に監視します。また、承認事項を変更する場合には、変更事項につい

て検証し、助言します。 

 新たに承認を受けようとする施設に対しては、承認申請書類の作成等について助
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言します。 

  

(４) 対米輸出水産食品加工認定施設 

 認定を受けた施設には、事業者自身が行う内部検証とそれに基づく改善状況につ

いて、重点的に監視します。また、監視指導結果を定期的に厚生労働省中国四国厚

生局へ報告します。 

 

２ 食品供給行程（フードチェーン）を通じた重点監視指導 

 食品の安全性を確保するためには、農林水産物及び畜産物の生産から販売に至る食

品供給行程（フードチェーン）の各段階において、安全性を確保するための措置が適

切に講じられることが重要であることから、食品供給行程ごとに下表のとおり重点的

に監視指導を行います。 

 

食品供給行程ごとの重点監視項目 

食品供給行程 指導事項 

原材料の採取

及び受入 

 原材料に関する情報（農薬、動物用医薬品の使用実態等）の入手 

 残留農薬、動物用医薬品等の検査実施等による原材料の安全性確保 

 卵選別包装施設における新鮮な正常卵の受け入れ 

製造、調理 

及び加工 

 遺伝子組換え食品やアレルゲン及び食品添加物を含む食品に関す

る表示の徹底のための、製造者及び加工者による使用原材料の点検

及び確認の徹底 

 科学的、合理的根拠に基づかない消費期限等の延長や不適切な期限

表示の有無について、製品又は加工品に関する記録等を確認 

 製品の期限設定の一覧とその根拠が工場等に備え付けてあるか確

認 

 食品添加物（その製剤を含む。以下同じ。）の製造者及び加工者並

びに食品添加物を使用する食品の製造者及び加工者による使用食

品添加物の確認の徹底 

 製造者、加工者及び調理者による異物の混入防止対策の徹底 

 食品等事業者による低温保管等の温度管理の徹底 

 微生物汚染及び増殖防止の徹底 

 加熱調理の徹底 

 記録の作成及び保存の推進 

 卵選別包装施設における汚卵、軟卵及び破卵の選別等検卵の徹底 

 フグ処理施設における毒性部位の適切な除去 

貯蔵、運搬 

及び販売 

 適正な温度管理、衛生的な取扱いの徹底 

 有毒魚介類及び植物等の排除の徹底 
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第５ 監視指導の実施体制等 

１ 監視指導の実施体制 

 本計画に基づく監視指導実施のために、保健所生活衛生課及び衛生検査課に、次の

人員を配置します。各課においては、それぞれの役割分担のもと、情報交換や連携を

密にし、食品等事業者に対する監視指導や食品等の検査を行います。 

(１) 生活衛生課 

 食品衛生監視員１０名（内２名兼務）、食鳥検査員２名（兼務）を配置し、主に次

の役割を担います。 

ア 食品衛生に関する事業の企画 

イ 食品等事業者及び食鳥処理場に対する監視指導及び収去 

ウ 食品営業施設の許可等に係る検査及び指導 

エ 食中毒、違反食品等に係る調査、拡大及び再発防止対策 

オ 食品等事業者及び市民への情報提供及び衛生講習会の実施 

カ 国や他自治体、庁内関係部局等との連絡調整 

(２) 衛生検査課 

 検査担当員８名を配置し、主に次の役割を担います。 

ア 収去又は実態調査に係る食品等の検査 

イ 食中毒（疑いを含む）等に係る検査 

 

２ 連携体制の確保 

(１) 厚生労働省、消費者庁及び他の都道府県等との連携 

 広域流通食品及び輸入食品等の違反事例発見時、食品表示に関する違反事例発見

時、大規模食中毒や食品等に係る重大事故等発生時においては、厚生労働省、消費

者庁及び他の都道府県等と連携して適切に対応します。 

 また、総合衛生管理製造過程に係る承認施設及び対米輸出水産食品加工認定施設

に対する監視指導等については、厚生労働省中国四国厚生局と連携して実施します。 

(２) 「岡山県食の安全・食育推進会議」等との相互連携 

 食品の生産、加工（製造）及び流通する食品の安全確保を図り、県内食品関連産

業の振興と安心できる消費生活の推進を図るとともに、食育に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために県が設置した「岡山県食の安全・食育推進会議」に参

画し、岡山県との緊密な連携を確保します。 

(３) 庁内関係部局との連携 

 庁内の関係部局と監視項目ごとに次のとおり連携を図り、必要に応じて「倉敷市

食の安全推進会議」を開催し、情報の共有等を図ります。 

ア 学校給食、保育所給食の監視指導：学校教育部及び子ども未来部 

イ 病院、社会福祉施設給食の監視指導：保健福祉局 

ウ 食品表示の指導：市民生活部 

(４) 農林水産部局等との連携 

 生産段階に係る食品の安全性確保と適切な食品表示の実施のために、岡山県、岡

山市及び本市農林水産部と連携を図り、必要に応じて合同で監視指導等を行います。
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なお、本市以外で生産される食品の違反事例発見時には、当該都道府県等の食品衛

生担当部局及び農林水産部局と連絡調整を行い、適切な対応を図ります。 

 また、必要に応じて農林水産省中国四国農政局等とも連携を図ります。 

 

３ 試験検査体制の整備 

 科学的根拠に基づく監視指導を行うには、衛生検査データによる裏づけが、迅速か

つ適正に得られることが重要です。試験検査機関の技術向上のため検査担当員を技術

研修へ積極的に参加させるとともに、信頼性確保のため内部精度管理、外部精度管理

調査を定期的に実施します。さらに、検査機器の計画的更新及び導入に努めます。な

お、収去又は買い上げ等による検体の試験検査は、衛生検査課で実施するほか、一部

の検査については登録検査機関に依頼します。 

 

第６ 施設への立入検査（付属資料表１を参照） 

１ 立入検査実施計画 

(１) 市内で製造・販売される食品の流通の広域性、規模、製造品目等を考慮し、食

品取扱施設を各業種・施設ごとにＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５段階にランク分けし、表

１のとおり年間立入実施回数を設定しました。 

 Ａ、Ｂ、Ｃランクについては大規模施設を対象とし、下表のとおり項目ごとに設

定した配点の合計点数によりランク分けをしました。 

 なお、当該立入回数は原則的なものであり、食中毒等の食品事故等が発生した場

合は、特に回数を制限することなく状況に応じて対応します。 

 

分類の基準 

項目 配点 項目 配点 

総合衛生管理製造過程の承認施

設または対米・対ＥＵ輸出水産

食品の製造施設である 

１０ 製造数又は提供食数が５，０００

個/日以上もしくは３５０食/回

又は７００食/日以上である 

１０ 

食品衛生法に基づく規格・基準

が定められた食品を製造してい

る 

１０ 衛生規範が定められた食品を製

造している 

１０ 

管外流通がある １０ 製造業である １０ 

過去３年以内に行政処分を受け

ている 

１０ その他必要と認めるとき １０ 

 

分類の基準によるランク分けおよび目標立入回数 

ランク 基準点数 目標立入回数 

Ａ ５０点以上 ２回／年 

Ｂ ３０点以上 １回／年 

Ｃ ３０点未満 １回／２年 
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(２) 食鳥処理場については、下表のとおり立入検査を実施します。 

 

食鳥処理場等の年間立入実施回数 

区分 立入実施回数 施設数 ふきとり検査等予定数 

食鳥処理場 

（認定小規模食鳥処理施設） 
１回／年 １ １０ 

 

２ 違反発見時の対応 

(１) 立入検査の結果、法令等に規定する施設基準、食品の製造基準等の違反を発見

した場合には、直ちに改善指導を行います。なお、違反が軽微であって直ちに改善

が図られるもの以外の違反については、書面（改善命令書等）により改善指導を行

います。 

(２) 違反食品等を発見した場合には、当該食品等が販売され、又は営業上使用され

ることがないように指導を行い、速やかに廃棄、回収等の措置を講じさせます。ま

た、必要に応じて営業停止等、法の規定に基づく処分を行います。 

(３) 法令等に基づき処分を行った場合には、原則として違反した者の氏名、対象食

品、対象施設等を公表します。また、その処分に違反した場合も同様とします。 

(４) 違反の内容が極めて悪質な事例については告発を行います。 

 

第７ 食品等の検査（付属資料表２を参照） 

１ 収去検査 

 不適切な食品等の流通を防止し、食品等の安全を確保するため、規格基準及び衛生

規範を踏まえ、市内で生産、製造、加工、販売される食品等を対象に表２の実施計画

に基づき収去検査を実施します。なお、収去検査の実施に当たっては次の事項に留意

して行います。 

(１) 市内で生産、製造、加工等される食品等の収去検査については、過去の収去検

査結果及び当該施設における衛生管理状況等を踏まえて実施します。 

(２) 輸入食品を含む広域流通食品等の収去検査については、大規模販売店等の食品

の流通拠点において実施します。 

(３) 細菌等が繁殖しやすい夏季や短期間に多種多様の食品が流通する年末年始等、

季節に応じた食品の特性等を踏まえ、収去検査を実施します。 

(４) 残留農薬等の収去検査については、地場農産品及び冷凍食品で実施します。 

(５) 収去に当たっては、違反発見時の対応が可能となるよう、生産地、生産者、製

造者等に関する情報を確認します。 

(６) 食品表示の記載がある製品の収去にあたっては、表示が適正になされているか

確認します。 
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２ 実態調査 

 以下の事項について、食品の汚染状況等の実態調査を実施します。 

(１) 水銀 

 水銀については瀬戸内海産魚介類を対象に実施します。 

(２) アレルゲン 

 アレルゲンを含む可能性のある加工食品において、表示が義務づけられている品

目（小麦、乳、卵、そば、落花生、えび、かに）を対象に、表示に係る不備等がな

いか確認するために実施します。 

(３) 動物用医薬品 

 動物用医薬品（抗生物質）の食品への残留を確認するため、食肉を対象に実施し

ます。 

 

３ 違反発見時の対応 

(１) 収去検査の結果、違反を発見した場合は、原因究明を行うとともに、当該食品

等を収去した事業者等に対して、当該食品等が販売され、又は営業上使用されるこ

とがないように指導を行い、速やかに廃棄、回収等の措置を講じさせます。また、

必要に応じて営業停止等、法の規定に基づく処分を行います。 

(２) 当該違反者が製造、加工等を行う食品等の検査が継続的に必要であると判断し

た場合は、検査命令を行います。 

(３) 違反食品等が市外で製造、加工等されている場合は、当該都道府県等の食品衛

生担当部局と連絡調整を行い、当該違反食品等が流通することのないよう適切な措

置を講じます。 

(４) 法令等に基づき処分を行った場合は、原則として違反した者の氏名、対象食品、

対象施設等を公表します。また、その処分に違反した場合も同様とします。 

(５) 違反の内容が極めて悪質な事例については告発を行います。 

(６) 再発防止に向けた指導を行います。 
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第８ 集中監視等の実施 

１ 計画的監視 

 食中毒が多発する夏期及び食品流通が増加する年末等、集中的に監視指導を実施す

ることが効果的な時期に、下表のとおり計画的な集中監視を実施します。 

 

集中監視等の年間計画 

実施期間 業務名 内容 

４～７月 
集団給食施設の 

集中監視 

学校及び保育園等の給食施設を対象に、大量調理施

設の衛生管理マニュアルに準じて指導を実施。 

７～８月 夏期食品集中監視 

毎年７月～８月に全国一斉に実施。食中毒が発生し

やすい夏期に、食品による事故の防止及び積極的な

食品衛生の確保を図るため、営業施設の立入り指

導、食品の収去検査を重点的に実施。 

８月 食品衛生月間事業 

厚生労働省が食品衛生月間と定めている８月に、倉

敷市食品衛生協会と合同で、集中的な広報活動及び

巡回指導により食品衛生思想の普及啓発活動を実

施。 

１１～１２月 
食品、食品添加物

等の年末集中監視 

毎年１１～１２月に全国一斉に実施。多種類の食品

の流通が短期間に集中的に増加する年末に、食品の

収去検査や監視指導等を強化することにより、営業

施設における食品の衛生的な取扱い、食品添加物の

適正使用、適正な表示の実施を推進し、違反食品等

の流通防止に努める。 

通年 
ノロウイルス食中

毒防止のため監視 

旅館・ホテル、病院及び福祉施設等を対象に、ノロ

ウイルスによる食中毒防止のための監視指導を実

施。 

通年 
フグ取扱い施設の

監視 

平成２８年４月１日に施行された岡山県ふぐ処理

等規制条例に基づいて、ふぐ処理施設に対する立入

り指導を実施し、条例の周知に努める。 

通年 
生食用鶏肉提供 

施設の監視 

生食用の鶏肉を提供している施設を対象に、カンピ

ロバクター等の微生物による食中毒防止のための

監視指導を実施。 

 

２ 緊急監視 

 特定の違反事例が頻発する等、食品衛生に係る問題が発生し、全国一斉に同一の事

項を対象とした監視指導の実施が必要な場合は、厚生労働省及び消費者庁が示す方針

を踏まえて監視指導を実施します。また、他の都道府県等から違反食品等の発見の通

報があった場合や市民等から苦情が寄せられた場合は、原因施設に対し監視指導を実

施します。 
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第９ 食中毒等健康危害発生時の対応 

１ 食中毒発生時の対応 

(１) 「倉敷市健康危機管理対策規程」及び「倉敷市食中毒対策要領」に基づき、食

中毒発生時においては関係部局と連携し、迅速かつ的確な調査を実施します。 

(２) 大規模食中毒の発生時には、必要に応じて岡山県、岡山市及び厚生労働省等に

調査及び検査の応援を求めます。 

(３) 初動調査においては、病原微生物だけでなく、化学物質が病因物質である可能

性を考慮します。 

(４) 再発防止策に資するため、汚染源の遡り調査等を積極的に実施し、原因究明を

図ります。 

 

２ 事件の公表 

 被害拡大防止等のために、原則として食中毒事件情報は公表します。また、食品等

事業者及び市民に対して、食中毒発生状況等に関する情報を提供し、食中毒予防の啓

発に努めます。 

 

３ その他の事項 

 腸管出血性大腸菌及びノロウイルスによる食中毒等の発生に迅速に対応するため、

これらによる感染症の発生情報を常に把握し、適切に対応します。 

 

第１０ 食品等事業者による自主的な衛生管理の推進 

１ 自主的な衛生管理の推進に対する支援 

(１) 平成２７年４月に倉敷市食品衛生法施行条例が改正され、食品等事業者が実施

すべき管理運営基準にＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis and Critical Control Point）

導入型基準が追加されました。 

食中毒の発生及び食品衛生法に違反する食品の製造等を防止するためにはＨＡＣＣ

Ｐの導入が有効であり、また今後全業種においてＨＡＣＣＰ導入を推進する計画が

国で進められているため、事業者に対して導入を働きかけるとともに、事業規模に

応じて導入をする際の指導、助言を行います。 

(２) 食品等事業者が食品安全に係る人材を養成し、資質の向上を図る目的で自ら開

催する衛生講習会に、依頼に応じて講師を派遣します。 

(３) 違反食品等発見時及び食中毒等発生時の原因究明及び被害拡大防止を図るため、

「食品等事業者の記録の作成及び保存に係る指針（ガイドライン）」に基づき、食品

の製造販売等に係る記録の作成、保管の推進を図ります。 

(４) 「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づき、仕出し、弁当店、旅館、ホテ

ル等の大量調理施設及び病院、社会福祉施設等の集団給食施設について、自主的な

衛生管理の推進を図ります。 

 

２ 食品等事業者に対する自主回収等の報告義務の徹底 

(１) 食品等事業者に対し、製造、輸入、加工、又は販売した食品等が人の健康に悪
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影響を及ぼす可能性があるため自主的な回収に着手した場合、その旨を報告するよ

う徹底します。 

(２) 自主回収を行った食品等事業者に対し、当該報告に係る回収が終了した場合、

速やかにその旨を報告するよう徹底します。 

(３) 食品等事業者に対し、消費者等から、製造、輸入、又は加工した食品等に係わ

る異味又は異臭の発生、異物の混入その他の通常とは異なる苦情であって、健康被

害につながるおそれが否定できないものを受けた場合、その旨を速やかに報告する

よう徹底します。 

 

３ 倉敷市食品衛生協会への助言 

 食品等事業者による自主的な衛生管理の推進と衛生思想の普及を目的とした団体

である倉敷市食品衛生協会に対して、次の事項を重点的に助言します。 

(１) 食品衛生責任者養成講習会の実施 

(２) 地域に根ざした食品衛生指導員活動の促進 

(３) 食品等の自主検査の促進 

(４) 食品衛生優秀店制度の促進 

 

第１１ 監視指導計画の実施状況等の情報、意見交換及び公表 

１ 監視指導計画策定に係る情報及び意見の交換 

 監視指導計画の策定に当たっては、その案の段階において、市ホームページ、広報

紙等により情報提供を行い、市民からの意見を求めます。また、必要に応じて、愛育

委員会、栄養改善協議会、食品衛生協会等で構成される倉敷市保健所運営協議会や市

内の消費者団体である消費生活学級等の各種団体と意見交換を行います。寄せられた

意見をもとに案を再度検討後、食品衛生監視指導計画を策定し、公表します。 

 

２ 計画の実施状況の公表 

 本計画で実施した立入検査及び収去検査の状況及び結果の概要は、平成３１年６月

末までに公表します。公表は市ホームページ等に掲載することにより行います。 

 

第１２ リスクコミュニケーションの充実 

１ 衛生教育の実施 

 食品の衛生的な取扱い等について、市民及び食品等事業者に向けた衛生講習会を実

施します。 

 

２ 広報活動 

 食中毒を防止するための衛生知識、その他の危害発生防止について、市ホームペー

ジや広報紙への掲載等により情報提供を行います。 

 

３ 意見交換会等の開催 

 食品の安全・安心について、意見交換会等を開催します。 
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第１３ 食品衛生行政に携わる人材の養成及び資質の向上 

１ 研修会等への参加 

 監視指導に従事する食品衛生監視員及び検査関係職員を学会、研修会等へ積極的に

参加させ、最新の技術と知識の習得や情報収集を行うことにより、人材の養成及び資

質の向上を図ります。 

 

２ 調査研究 

 日常業務の中から食品衛生に関するテーマを設定し、調査研究を行います。研究で

得られた知見は効果的な監視指導に役立てます。また、研修会や学会で成果を発表す

ることで、他の都道府県等と情報共有を図ります。 
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第１４ 付属資料 

表１ 業種ごとの年間標準立入実施回数 

区

分 

年間立入 

実施回数 
業種 

H29 年末 

施設数 

年間監視 

予定数 

Ａ 

２回以上

／年 

（※２） 

飲食店営業、菓子製造業、乳処理業、乳製品製造業、魚肉

練り製品製造業、食品の冷凍又は冷蔵業、食肉製品製造業、

そうざい製造業、清涼飲料水製造業、乳酸菌飲料製造業（以

上は、大規模施設（※１）に限る。） 

22 44 

Ｂ 

１回以上

／年 

（※２） 

集団給食施設（病院） 

飲食店営業、菓子製造業、魚肉練り製品製造業、食品の冷

凍又は冷蔵業、缶詰又は瓶詰食品製造業、あん類製造業、

食肉販売業、食肉製品製造業、乳酸菌飲料製造業、食用油

脂製造業、醤油製造業、ソース類製造業、豆腐製造業、め

ん類製造業、そうざい製造業、食品添加物製造業、清涼飲

料水製造業、漬物製造業（以上は、大規模施設（※１）に

限る。） 

152 152 

Ｃ 

１回以上

／２年（※

２） 

集団給食施設（学校、社会福祉施設等） 

飲食店営業、菓子製造業、食品の冷凍又は冷蔵業、めん類

製造業、そうざい製造業、食品添加物製造業（以上は、大

規模施設（※１）に限る。） 

141 70 

Ｄ 

１回以上

／３年 

（※２） 

集団給食施設（保育園、社会福祉施設等） 

飲食店営業、菓子製造業、魚肉ねり製品製造業、食品の冷

凍又は冷蔵業、かん詰又はびん詰食品製造業、アイスクリ

ーム類製造業、食肉処理業、乳酸菌飲料製造業、食用油脂

製造業、みそ製造業、醤油製造業、ソース類製造業、酒類

製造業、豆腐製造業、納豆製造業、めん類製造業、そうざ

い製造業、清涼飲料水製造業、氷雪製造業、魚介類せり売

営業、卵選別包装施設（ＧＰセンター） 

924 308 

Ｅ 

１回以上

／６年 

（※２） 

飲食店営業、喫茶店営業、菓子製造業、乳類販売業、食肉

販売業、魚介類販売業、食品の冷凍又は冷蔵業、氷雪販売

業、その他許可不要業種 

9,080 1,513 

合計 10,319 2,087 

※１ 表中の業種の説明 

大規模施設とは、原則として製造数又は提供食数が５，０００個/日以上もしくは３５０食/回又は７

００食/日以上の製造加工施設をいう。その規模と製造品目等を考慮して分類の基準によりＡ～Ｃに区分

している。 

※２ 立入回数について 

食中毒、違反事例の発生又は食品衛生上の管理が不十分である場合等、緊急又は集中的に監視指導を

実施すべき施設については、上限を設けることなく、立入を実施する場合がある。 
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表２ 食品群ごとの年間収去等検査件数 

区分 主な食品 検査項目 検査予定数 

収去 

検査 

清涼飲料水 微生物、理化学 ２５ 

食肉製品（ハム、ソーセージ等） 微生物、理化学 ２３ 

魚肉ねり製品（ちくわ、かまぼこ等） 微生物、理化学 ３３ 

生食用鮮魚介類・魚介類加工品 微生物、理化学 ８ 

生かき 微生物、理化学 ３ 

生あん 微生物、理化学 ４ 

とうふ・あげ等 微生物 ２０ 

冷凍食品 微生物、理化学 １９ 

容器包装詰加圧加熱殺菌食品 微生物、理化学 １０ 

牛乳・乳製品・乳飲料等 微生物、理化学 ４０ 

乳酸菌飲料・発酵乳 微生物、理化学 １１ 

めん類 微生物、理化学 ３６ 

弁当・そうざい等 微生物、理化学 １５０ 

集団給食施設等保存食 微生物 ２００ 

野菜・果物類 理化学 ４３ 

漬物 微生物、理化学 ２０ 

菓子類・ジャム 微生物、理化学 ５９ 

調味料 理化学 ２６ 

その他（ふきとり） 微生物 ６０ 

小 計 ７９０ 

実態 

調査 

魚介類 水銀 ４ 

加工食品 アレルゲン １５ 

食肉 動物用医薬品（抗生物質） ５ 

小 計 ２４ 

合  計 ８１４ 

その他食中毒、苦情等に関する緊急検査等 適宜 

※ 収去等検査予定数について 

１ 収去等検査は、基本的に監視の際に必要と認める場合に実施するものであり、予定が変更となる

場合がある。 

２ 収去等検査には、輸入食品を含む。 
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表３ 用語説明（５０音順） 

用語 説明 

アレルゲン 

食物の摂取により生体に障害を引き起こす反応のうち、食物抗原に対する免疫学的防

御反応によるものを食物アレルギーと呼び、その原因となる物質のことをアレルゲンと

いう。免疫学的防御反応とは、体の中に異物（抗原）が入ってくるとこれに対して防御

しようとする働きにより抗体がつくられ、異物（抗原）に対する抵抗性を獲得する反応

である。アレルギー体質の人では、ある物質に過敏に反応して、血圧低下、呼吸困難又

は意識障害など、様々な症状が引き起こされる。                                        

 食品表示法では、アレルゲンとして表示を義務づけているものが卵、乳、小麦、そば、

落花生、えび、かにの７品目、指導により表示を推奨されているものがいか、いくら、

オレンジなど２０品目ある。 

遺伝子組換え食品 

遺伝子組換え技術（組換え DNA 技術）を利用して栽培した作物や、その作物を原料と

して使った食品。 

現在、食品表示法では、農産物として、大豆、とうもろこし、ばれいしょ、なたね等８

種、食品添加物として２１品目、加工食品として３３食品群について、遺伝子組換えで

ある旨の表示を義務づけている。 

衛生規範 

弁当・そうざい、洋生菓子、漬物、生めん類の５種類の食品について、微生物の制御

を中心に原材料の受け入れから製品の販売までの工程全般における衛生的な取扱い等

を、厚生労働省が通知により示した指針のこと。 

岡山県食の安全・

安心の確保及び食

育の推進に関する

条例 

平成１８年１２月２６日に制定された岡山県条例。「自主回収の報告」、「健康危害

情報の調査等」、「健康危害情報の公表」等が規定されている。 

岡山県ふぐ処理等

規制条例 

平成２７年１０月６日に制定された岡山県条例。平成２８年４月１日より施行され

た。 

これまでの条例（岡山県ふぐ調理等規制条例）では、ふぐの除毒処理に加え調理を行

う場合も規制の対象としていたが、この条例では除毒処理を行う場合のみを規制の対象

とし、処理済みのふぐについては資格がなくても調理できるようになった。 

外部精度管理調査 
食品衛生検査の検査精度の維持向上や信頼性確保を図るために行う、外部の検査機関

による調査。 

規格基準 

食品衛生法で定められている、特定の食品及び食品添加物についての基準。食品から

検出されてはいけない微生物や食品添加物の純度などを定めた規格と、食品の製造方法

や保存方法・食品添加物の使用方法などを定めた基準とがある。 

倉敷市食品衛生法

施行条例 

 食品衛生法第５０条第２項に基づいて、市において、営業施設の衛生を確保するため

の管理運営に関する必要な基準を定めた条例。 

平成２７年４月の条例改正により、従来の管理運営基準に加えＨＡＣＣＰ方式を取り入

れた管理運営基準を追加した。 
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用語 説明 

検査命令 

 食品衛生上の危害の発生を防止するため必要があると認められる時に、法に基づき、

書面をもって行政が製造者に対して行政又は登録検査機関での食品検査を受けるよう

命じること。 

収去検査 

 食品衛生法第２８条第１項に基づいて、事業者などから無償で食品などの提供を受

け、行政が実施する検査のこと。 

成分規格、汚染指標菌、食中毒菌などの微生物検査と食品添加物、残留農薬、動物用

医薬品などの理化学検査を実施している。 

食鳥 
 食鳥処理法における食鳥とは、鶏、あひる、七面鳥、その他一般に食用に供する家き

んのこと。 

食鳥検査員 

 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律に基づき、と殺される食鳥の疾病や

異常の有無について、生体、脱羽後、内臓摘出後の衛生検査を実施する検査員（獣医師）

のこと。 

食鳥処理場  食鳥のと殺、羽毛の除去、内臓を摘出する処理場のこと。 

食鳥処理の事業の

規制及び食鳥検査

に関する法律（食

鳥処理法） 

 食鳥処理の事業について必要な規制を講じ、食鳥検査の制度を設けることにより、食

鳥肉などに起因する衛生上の危害の発生を防止して国民の健康の保護を図ることを目

的とした法律。 

食品衛生監視員 
食品衛生法に基づく食品営業施設の立入検査、食品や食品添加物などの収去及び食品

衛生に関する指導などを職務とする公務員のこと。 

食品衛生指導員 

 食品衛生に関する業界の自主活動を目的として活動する食品関係営業者。（公社）日

本食品衛生協会（及びその支部）が行う食品衛生指導員養成教育の課程を修了した者か

ら、協会長及び支部長が委嘱する。 

食品衛生責任者養

成講習会 

 食品衛生責任者を養成する衛生講習会のこと。食品衛生の向上に関する最新の知識等

を習得するため、倉敷市食品衛生法施行条例において、責任者は原則として初任時に受

講することと規定されている。 

食品衛生法 
 食品の安全性を確保するため必要な規制を講じ、飲食に起因する衛生上の危害の発生

を防止し、国民の健康の保護を図ることを目的とした法律。 

食品供給行程 

(フードチェーン) 

 生産段階、製造・加工段階、流通段階、小売段階などに分けられる食品の生産から販

売に至る一連の行程のこと。 

食品等事業者 
 食品や食品添加物、器具や容器などを製造したり、輸入したり、販売したりする事業

者のこと。 

食品等事業者の記

録の作成及び保存

に係る指針 

(ガイドライン) 

 食品衛生法第３条第２項に規定する食品等事業者の記録の作成及び保存に係る責務

について、都道府県、保健所設置市及び特別区の食品等事業者に対する指導に資するた

め、食品等の流通の実態等も踏まえ、食品等事業者に求める記録の作成及び保存の基本

的な内容を明確化し、食品等事業者における実施を推進するためのガイドライン。 
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用語 説明 

食品表示法 

食品を摂取する際の安全性及び一般消費者の自主的かつ合理的な食品選択の機会を

確保することを目的として平成２７年４月１日に施行された法律。これまで食品衛生

法、ＪＡＳ法及び健康増進法で個々に定めていた食品表示に関する規定を統合して食品

表示に関する包括的かつ一元的な制度を創設。 

総合衛生管理製造

過程承認施設 

 従来の衛生管理にＨＡＣＣＰシステムの衛生管理を導入して、総合的に衛生を管理し

て食品を製造、加工する過程を総合衛生管理製造過程といい、この過程により食品を製

造、加工していることを厚生労働大臣より承認された施設を総合衛生管理製造承認施設

という。 

 現在、乳・乳製品（牛乳、乳製品、アイスクリームなど）、食肉製品（ハム、ソーセ

ージなど）、魚肉ねり製品（魚肉ハム、かまぼこなど）、容器包装詰加圧加熱殺菌食品

（いわゆるレトルト食品）、清涼飲料水（ミネラルウォーター、炭酸飲料など）が、承

認対象食品として規定されている。 

対米輸出水産食品

加工認定施設 

水産食品を米国に輸出する際の製造・加工施設の衛生管理基準を満たしていることを

認定された施設。書類審査および立入り検査により認定する。 

大量調理施設衛生

管理マニュアル 

腸管出血性大腸菌（O-157）を原因とする食中毒の多発を受け、平成９年に旧厚生省

が大量調理施設（１日７５０食又は一度の調理数が３００食を超える施設）を対象とし

て定めたマニュアル。適切な管理を推進するため改正が随時行われている。 

卵選別包装施設 

（ＧＰセンター） 

鶏卵を集め、洗卵、選別、検査、包装し、出荷する施設。Grading and Packaging Center

の略。 

認定小規模食鳥処

理施設 

食鳥処理施設のうち、食鳥処理羽数が年間３０万羽未満の小規模のもの。食鳥処理を

衛生的に管理するために食鳥処理衛生管理者が設置されており、国が定めた方法に従っ

て食用に適するかどうかの確認をしている。 

ＨＡＣＣＰ 

（ハサップ） 

 日本語で「危害分析重要管理点方式」と訳される食品の衛生管理システムのこと。

Hazard Analysis and Critical Control Point の略。 

 食品の製造工程を管理することにより製品の安全性の確保を図る手法であり、国連の

国連食糧農業機関と世界保健機関の合同機関である食品規格（コーデックス）委員会か

ら発表され，各国にその採用が推奨されている国際的手法。 

 


